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児童の虐待に関する日米比較
一『児童の権利に関する条約』第19条を巡って一
久保田　信　之
はじめに
　States　Parties　shall　take　all　appropriate　legislative，　administrative，
social　and　educational　measures　to　protect　the　child　from　all　forms　of
physical　of　mental　violence，　injury　of　abuse，　neglet　or　negligent　treat・
ment，　maltreatment　or　exploitation，　including　sexual　abuse，　while　in　the
care　of　parent（s），　legal　guardian（s）or　any　other　person　who　has　the
care　of　the　child．
　上記のような文面が1989年11月20日に国連総会で採択され翌90年に発効を
見た国際条約（正式には『児童の権利に関する条約』Convention　on　the
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ωRights　of　the　Child』と言う）の第19条にある。
『児童の権利に関する条約（略して「子供の権利条約」）について，我が国で
は，1990年9月22目に波…多野国連大使がニューヨークで署名したものの，そ
の推進の是非については国内諸団体の意見が大きく別れている。また，いわ
ゆる先進国ではフランス，スウェデンを除いてほとんどの国が批准していな
いのが現状である。特に，こういった人権問題にはことのほか敏感であり，
現実問題として家庭が崩壊し社会の教育力が衰退した結果，子供が犠牲者に
なっている事例を山ほど抱えているアメリカ合衆国がこの条約には署名すら
　　　　　　　　　　　（2｝していないことは興味深い。
「子供の権利条約」についての詳細な検討は別に譲が，この小論では上記の
19条に言う「親（両親），法律上の保護者そのた子供を監護すべき立場にあ
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る者にょる」physical　or　mental　violence，　injury　or　abuse，　neglet　or　neg．
ligent　treatment，　maltreatment　or　exploitation，　including　sexual　abuse等
総括して言える「親による子供の虐待，遺棄・放任」の問題に絞って検討し
てみたい。
「親による子供の虐待，遺棄・放任」の問題と言えば，大方は即座に，悪，
許すべからざる行為，と断定し，その親を糾弾せよ，被害者たる子供を救済
せよ，との主張に賛同するのではあるまいか。そして，子供を守ろうとする
「子供の権利条約」の即時批准を要求して何の問題があろうか，と思うかも
知れないのである。
　私は，虐待，遺棄・放任を容認し奨励するものではないが，以下において，
これらは，短絡的に結論ずけられるほど簡単な問題ではないことを論述して
いきたい。そして，このほかにも同様な問題を含む，この「子供の権利条約」
に軽々に与することは避けねばならないと主張したいのである。
1．概念規定
　Child子供とは
「Convention　on　the　rights　of　the　Child」，ここに出てくる「Child子供」
なる概念は，アメリカの場合，州によっては満18歳をもって成人とするとし
ている例もあるが，通常18歳未満の者を意味する概念として一応解釈が確定
されている。わが日本では「子供」なる概念として関連法で保護すべき者と
しているのは，14歳以上20歳未満を言う。日米双方において多少の差はある
ものの，「子供Child」は理解し規定できる概念であるとみて差しつかえな
いと言えよう。
　虐待，遺棄・放任とは
　さて，今回問題にする親その他による子供への「physical　or　mental　vio－
lence，　injury　or　abuse，　neglect　or　negligent　treatment，　maltreatment　or
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exploitation，　including　sexual　abuse」すなわち「虐待，遺棄・放任」とは，
そもそもいかなる行為を意味する概念なのか，あるいは，どのような意味内
容をこの虐待，遺棄・放任なる概念の中に入れて使われているのかを検討す
ることにする。
　一般に「虐待」とは，「子供をひどいめにあわせること」であると解され
ているが，これではあまりにも文学的過ぎて具体的場面に対応する力を持ち
合わせてはいない。これよりは多少厳密な事例としては「精神的（情緒的）
に害を加えること（injury，　harm）」とか「著しく当該児童の福祉を害する場
合」とか「著しく不行跡であるとき」と言った表現が用いられている。しか
し，これでもなお厳密性を欠く。
　まず「虐待，Abuse」なる概念がどの様に規定されているかアメリカの事
例から検討する。アメリカにあっては例えばマサチュセッツ州にはAbuse
Prevention　Actを名乗る法律が存在している。33　M．　G．　L．　A．1978，　P．　P・，
ch．209　Aがそれである。
　この法律には子供への虐待ばかりでなく配偶者間の虐待，成人の子供によ
る老親への虐待さらには前配偶者間，血縁ある親族間の虐待が記されてい
（3）
る。
　しかしここには，虐待の厳密な規定はない。その他各州でもFamily　Vio・
lence　Act，　Abuse　Prevention　Actの制定やそのた法律の整備が絶えずなさ
れているが，ここにも明確な概念規定は存在しておらず，いずれも「Abuse」
の態様を列挙して，この概念を理解しようとしているのが現状であると言う
ほかはない。
　たとえば，Non－accidental　Physical　Injuryとして打撲傷，みみずばれ，
骨折，火傷，人間が噛みついた跡などがあるばあいには「虐待」があったと
みなす，とか，Sexual　Abuseとしては強姦，近親相姦などが報告された場
合，さらにはEmotional　Abuseとしては絶えずいじめられているとか愛情
の欠如，教導・監護の欠如などの訴えがあった場合などとなっている。
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　一方，わが国の場合はと言うと，事情は同じである。
　児童福祉法28条〔保護者の児童虐待等の場合の処置〕には「都道府県知事
が家庭裁判所の承認を得て里親あるいは保護受託者に委託し，または施設に
入所させる」ことができる，と言った主旨のことが書いてある。さらに民法
第4編親族の第4章第834条に「家庭裁判所は，親権の喪失を宣告できる」
と規定しているが，その適用については「親権を濫用し」または「著しく不
行跡であったり，著しくその監護を怠ったとき」と規定しているだけである。
そしてアメリカ同様，虐待の様態として暴行乱打による打撲，骨折脱臼，タ
バコの火などによる火傷，性的暴行そのたを列挙しているのである。
　これら親による子供への虐待行為は，日本の刑法207条で言う傷害罪や同
208条に言う暴行さらには同176条や177条に言う強制狸褻や強姦とどこが
どの様に異なるのか全く不明確である。さらには，民法でも認めている親権
の中の「懲戒権」との関係はどうなるのかについても全く不明確である。
「Neglect」にしても様態として食物を与えないとか適切な衣服を与えない，
病気になっても治療を受けさせないなどを挙げている。Emotional　Neglect
としては，improper　supervisionすなわち，子供の監督不充分ないしは，愛
情の欠如などと言った表現を使っている。日本でもほぼ同じであって放置遺
棄だの食事を与えないだのを様態として挙げている。これとても宗教上の信
条や風俗習慣さらには経済的状況と言った具体的諸要件の違いを入れて考え
た場合，なにをもって「適切」と言えるのか，何が不適切なのか一概には決
められないことに気付くはずである。「適切でないから子供を遺棄し放任し
ている悪しき姿」となにを基準にして糾弾できると言うのであろうか。表面
的な現象や外に現れた結果だけをいくら細かく列挙したところで，いずれも
甚だ不明確と言うほかないのである。
「子供の権利条約」，なかんずくわれわれが検討を加えている19条の「親に
よる虐待，遣棄，放任，搾取から子供を保護する」と言った文面は，誰もが
反対できない内容のように思える。特に現代の複雑かつ多難な親子関係ある
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いは家庭を取り巻く諸問題から目を逸らし，抽象的・観念的世界に彷往う卑
弱な思想家にとっては，「子供の権利条約」が持つ危険な側面などが見えな
いようである。
　われわれがここまでにみたように，虐待なり遺棄・放任とは，直感的反応
とは裏腹に，その意味する具体的な内容を明確に規定することは甚だ困難な
のである。安直に拡大解釈するならば，現実の親子関係は大きく混乱しかね
ない。親子の教育的関係は薄くなり脆くなり，当たらずさわらずの表面的な
ものになりかねないのである。
　後に詳述するように，「子供の自由意思を尊重する」とか「自分の意思と
判断で行動しその結果については自分で責任をとる」をモットウにしたアメ
リカ社会にあっては，家庭教育はその力を失い，かつてのような深く大きな，
あるいは豊かな親子の関わり合いは影を薄めてしまった。子供の生来的な権
利を不用意に拡大解釈し，さらには虐待や遺棄・放任の意味内容が不明確で
あるのにかかわらず安直に「悪」だと決めつけてしまったがために，アメリ
カの家庭は深刻な状況にあることを知らなければならない。
II．加害者を処罰すれば済む問題でもない
　公権力によって救済することがなかなか出来ないのは，概念規定が困難だ
と言うだけではない。もう一つ厄介な問題が「親による子供の虐待」にはあ
る。
　先ず，加害者を特定し，その加害者を法的に処罰するなどの方法が採りに
くい。子供が自分の親を訴え，法的に裁くことで何が解決すると言うのであ
ろうか。すなはち，親による子の虐待，遺棄・放任は，結果の如何にかかわ
らず，訴追されたと言うだけで，特異な緊張状態のもとにその親子が置かれ
ることになる。換言すれば，訴追されたことによって新たなる好ましからざ
る異常なテンションの中に，その親子を置く結果となるのである。そのため，
親に虐待されて被害者の立場にあった子供が，法の保護，法の適用を受けよ
うとしてその親を訴追すれば，その親はフラストレーションを感じ以前とは
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別の意味で子供との関係を悪化させかねないのである。
　多くの事例が物語るように，その親による児童の虐待，遺棄・放任問題は，
一般の刑事事件のように刑法によって加害者に制裁を加え，被害者を救済し
ようとして「訴追」しても，現実には全く被害者の保護などにはならないの
である。
　すなわち，刑事訴追とは，親の悪事を子供が立証するかたちをとり，親を
子供が前科者にするのである。その結果，例えば親が有罪となり刑に服する
となれば家庭は崩壊するであろうし，たとえその刑罰が罰金刑だとしても経
済的負担をその家族全体が被ることになるのである。どれを採ってみても被
害者の保護にならないことが明らかである。さらにまた，訴追の結果その親
が有罪とは断定できず無罪となったとしたら，自分の行為は正しかったと評
価し，精神的にも肉体的にも子供を傷つけた事実を無視してその親は反省せ
ず，同じことを繰り返しては当該児童を窮地に迫い込むことを繰り返さない
とも限らな、・のであ器）．警察でも検察庁でも，送椥起訴に樋にならざる
をえないのはこのためである。一方，児童の保護ないし安全を狭く解釈して，
加害者たる親から子供を分離して，その子供一人の人権を優先的に保護しさ
えすれば，よしんば親が懲役刑になろうと科料に処せられようと目的は達成
されるのだ，とか，児童を保護施設に収容し生活の面倒を見てやればよいの
だ，でも問題は解決しない。子供から親を奪うことによって子供は混乱し，
さらに子供の思い出を暗いものにしたり完全に傷つけてしまっては何の解決
にもならないからである。「どうしようもないでたらめな親」だと断定し，
簡単に親子を分離させる訳にもいかないのがこの種の問題の微妙なところで
ある。安直に第三者，特に国家権力が介入すべきではないとだけは言えそう
であ9。
　ここで結論として言えることは，親による子供への虐待，遺棄・放任につ
いては，以上のような視点から言っても，法律にはなじみにくい領域なので
あろう。「虐待とか遣棄・放任」と言った概念だけが一人歩きすることは非
一210一
常に危険なことである。そのため，この種の問題に対しては，法律とは趣を
異にした原理原則さらには方法によって対処しなければならないものである
　　　　　　　　　　　　（6｝と言うほかはないのである。
III．　法律とは異なる公権力介入の実例
　さて，近年，この種の事件が多発しているアメリカにあっては全州規模の
ホットラインを常設している所が増えている。マサチューセッツ州の場合，
年中無休，24時間受付，通報無料が1本，他にボストンなど7地域それぞれ
をカバーするホットラインが各1本設けられている。そのいずれもが社会保
障局Department　of　Public　WelfareのProtective　Services　Unitに直結
している。マサチューセッツ州の場合，後に詳述するが，子供が虐待，遺棄
・放任されていると判断した者はこのホットラインを利用すべきことになっ
ている。通報を受けたならば，原則として，直ちにソーシャルワーカーを現
地に派遣する。
　ソーシャルワーカーの通常の活動は，通報を受けた家庭ないし現場に赴く。
この場合，危険性が高いと判断した場合には，警察官の同行および援助を要
請できることになっている。これで一応収まるケースのほうが多いが，収ま
った場合でも通報者とインたビューし，事態の把握に努めることが義務ずけ
られている。児童の保護が必要か否かを判断するための行動である。これを
Screening　と呼んでいる。スクリーニングの結果さらに調査する必要があ
ると判断したケースについては，問題のファミリーのシチュエイションを調
査・吟味した上で，以後，保護サービスを必要とするか否か決定する。この
過程をAssessmentと言う。保護サービスのなかには，子供を従前どおり親
許においておき定期的にソーシャルワーカーが訪ねて行って指導したり，子
供をデイ・ケァにあずけたり問題の家庭にヘルパーを派遣して家事の処理に
あたらせたりフォスタ・ケァに付したりするのである。さらに深刻な場合に
は，親権の喪失を裁判所に申請したりする。
　さて，通報については，基本的にはReporting　Statuteである種の規定が
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もうけられているのがアメリカの現状である。マサチューツセッ州のPublic
Welfare　Act，　Ch．，119，　sect．，51　A～51　Gには概略次のようなことが通報問
題について記載されている。すなわち，医師，歯科医，看護婦，教師，学校
事務職員，カウンセラー，ソーシャルワーカー，保護観察官，警察官は，子
供の虐待，遺棄・放任によって肉体的・精神的にシリアスな被害suspected
abuse　or　neglectを受けていると判断するについてリーズナブルな理由を有
する揚合には，ソーシャルワーカー課へ先ず口頭で通報しなければならない。
そして，この口頭による通報後48時間以内に書面による通報を義務ずけてい
る。しかも，この義務を故意に怠った場合には，1，㎜ドル以下の罰金刑に
処するとまで記されているのである。またこの法律では，suspected　caseに
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）っいては，in　good　faithで通報するように一般市民にも呼び掛けている。
　ところで，現実を見ると，最も信頼の置ける医師が，患者の秘密保持を理
　　　　　　　　　　　　　（s｝由に，通報を控えていると言う。裁判所への提出書類の作成あるいは証言の
拒否を主張する最大の理由は，児童の虐待とか遺棄・放任とはいかなる行為
を言うのかについての科学的，客観的基準がないためと思われる。これに反
して，一般市民からの通報は非常に多いのがアメリカの現状である。人権に
っいては過敏なほどになっているのが今のアメリカである。親が子供を叱り，
教育的な意味から体罰を課しても，子供が大声をあげて泣き叫ぼうものなら，
必ず通報され警察官同行でソーシャルワーカーがその家に現れると言うのが
現在のアメリかである。また現実には，単なるいやがらせのためにも，この
「通報の義務」は悪用されていると言う。この事が原因して，「子供の権利」
を尊重すると称しての「関わり合いの放棄」「家庭教育の衰退」が現実に起
きている。すなわち虐待等の規定が明確になしえないと言うのに，「懲戒権」
の行使を「虐待」と同列扱い「虐待は悪だ」と闇雲に糾弾する風潮が現在の
アメリカ社会には見られる。
Juvenile　Court－一一
アメリカにあっては，秩序維持の最終決定は裁判官によってなされる。と
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いった不文律がある。裁判によらないかぎり悪を悪として立証する道はない
と考えているからである。そこで少年裁判所Juvenile　Courtによる子供の保
護が注目される。マサチューセッツ州ではBoston，　Worcester，　Springfield，
Bristol　Countyの4地域に設置されており，ほかに，地方裁判所の支部
（local　divisions　of　the　District　Court）が少年裁判所を兼ねている州もあ
⑨
る。
　社会保障局は，Reporting　Statuteに基つき通報があった場合には，どの
ような処置をとるべきかを少年裁判所に申請する。裁判官が下す最もドラス
ティックな処置とも言うべき親権の剥奪に際しても，いわゆる制定法はない。
親権の喪失事由についての規定がないのである。substantialy　of　continu・
ously　or　repeatedly　neglectedと言った表現があるものの，それらの要件に
は曖昧さが付きまとう。要するに，アメリカの現常を見るかぎり（我が国に
おいても同じだが），虐待とか遺棄・放任の要件を一義的に規定することは
出来ないのである。
　換言するならば，単なる結果，事態，現象では捉えきれない価値的，文化
的なものである。それがために，「自主・自律を子供に求めた結果の行為」
と「悪だとする遺棄・放任」との区別はどのようになしたらよいのであろう
か。
　虐待，遺棄・放任への過敏な反応がいかに教育力を低下させているか，に
ついては後に詳述する。いずれにせよ，悪として糾弾し公権力も動き出すに
もかかわらず，虐待，遺棄・放任とはそもそも何を意味する概念なのかが不
明確である。そしてそれが原因して，子供と真剣に対決することそのものを
回避する無責任な親が現れてきているのである。なぜなら，子供を厳しく躾
ける際に派生し易い親子間の価値観・人生観を巡る葛藤や対立を極力避けて，
「子供の自由意思に任せる」「子供の表現の自由を尊重する」と言って子供を
突き放しておけば，親は怒ることもなく感情的になることもないわけである。
虐待ととられかねない感情的な態度に出ないでもすむのである。しかし，子
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供の価値観・人生観を容認し，それを肯定してやる親，子供の主義・主張を
理解し容認してやる親，「子供は子供，親は親」と割り切る親，これらが「教
育熱心な親」と一概には言えまい。
　我が国の場合も，都道府県の児童相談所が子供を虐待したと判定すると，
まずは子供をその親から引き離す。児童相談所の紀要や事例集さらには厚生
省児童家庭局監修による「児童相談事例集」さらには「家庭裁判所月報」な
ど，多くの文献には「児童の権利を守って云々」と言った表現が使われてい
る。
　例え，緊急処置だとは言え，何の疑問も感ずることなく「子供は子供，親
は親」と割り切り，親子を引き離すことが子供の権利を守ることになるのだ
と言い切るところに危険性を感ずる。実際，ソーシャル・ワーカー一達が正義
感に燃え善意に基づいて，虐待をはたらく親からその子供を引き離す例があ
るが，親子を一時的に離したところで何一つ解決しないのが現実である。
「子供の権利条約」を危険視するのもこれと同じである。「子供の権利」な
るものが親と無関係に，もしも存在するのであれば，親も大人も，子供に干
渉せず，子供を拘束せず，子供の思うようにさせておく他なくなるのではな
いか。そもそも，子供の権利なるものが，生来的に独立して存在すると規定
する理論的根扱はどこにあるのであろうか。
夏V．法（公権力）の適用が難しい問題である
　現在，先にも触れた通りにアメリカは，「児童の権利条約」を批准してい
ない。これも，ここで問題にしている19条の「虐待，遺棄・放任とは何を意
味するのか」が規定できない概念だと言うことと無縁ではない。すなわち，
多民族国家アメリカには多くの文化が存在し異なる習俗があまたある，かか
る状況下にあっては「何を以て子供の権利の侵害とするのか」が決めにくい。
たとえば子供の身体の一部を傷つけたといっても，身体的苦痛を与えたとし
ても，ある民族にとっては宗教的・習俗的には意味のある行為の結果である
かも知れない。遺棄・放任となるともっと曖昧である。
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　さらにはまた，以上のように「概念規定」がはなはだ不明確であることが
原因して，親による子供への虐待，遺棄・放任に対しては一般の刑事事件の
ように法（公権力）の運用・適用によって解決し，あるいは子供の人権が救
われることも少ない。実際に虐待，遺棄・放任の容疑で親が刑事訴追をうけ
　　　　　　　　　　　　　　　　　aqることは極くまれであると言うほかはない。Katz等の説明でも，一般の刑
事訴追のように客観的な証拠，適切な証言能力のある証人などが，家庭内の
事件なだけに得にくいし，子供を教育するために親に認められているある種
の強制力，すなわち，親権として認められ許される懲罰と暴行assault　and
batteryとをどの範囲，どの程度で識別したらよいのか不明確である，と言
oo
う。親権を「著しく超え，逸脱している」ことをなにを基準に判定したらよ
いのであろうか。「異常な，明確な場合」を除いて，実際問題としてはこの
判定が微妙な揚合が多いのである。したがって一般刑事事件（暴行，傷害な
ど）のような形で刑罰を課することで問題を解決するとか，刑事訴追して公
平な法の適用を受け，問題を解決する等できないのがこの問題の特徴なのか
もしれない。
　さて，「著しく」とか「あまりにも常識を越え，程度を越えた行為」と言
うような主観的表現でしか規定できないところに，この問題の特徴があり難
しい側面がある。にもかかわらず法律で規定しそれを遵守しようとすれば，
現在のアメリカ社会に現れているような奇妙な社会現象をもたらすのである。
すなはち，虐待なり遺棄・放任がなにを意味するか甚だ不明確であるにもか
かわらず，通報の義務を法律に規定したため，市民はことのほか過敏になっ
ている。声を荒立てて子供を叱ったり，厳格な躾の結果子供に体罰を加えた
ところ子供が大声をあげたたなど，極く日常普通の家庭に見られる事態が生
じても，隣人から公的機関に通報され，細かな煩わしい事情聴取をされるこ
とが多発している。善意ばかりではなく不当な干渉がなされ，いわゆるプラ
イどシーの侵害もなされたり，悪意に満ちた嫌がらせも発生しているのであ
る。
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　この点は，程度の差はあるものの我が国でも同じであるが，通報の義務な
いし義務違反に伴う罰則規定はないことは幸いかもしれない。しかし，我が
国には，児童福祉法にもとずき児童を保護しても，未熟な親が，自分の飲み
代欲しさに，児童手当てをはじめ比較的充実している福祉手当てを当てにし
て，子供を取り戻す例がある。この行為も，法律違反ではない。
　以上，いろいろ見てきたように，また繰り返しにもなるが，この問題は法
律にはなじまないし，ましてや国家間の条約などと言った一般論で取り決め
られる性質のものではないと結論ずけられるのではなかろうか。
V．教育の危機
　教育活動の本質は，ここに改めて述べるまでもなく主体と客体との間に深
く大きな関わり合いを前提にしながら展開されるものであるし，関わり合い・
を進展させ深化させることを目指してなされるものである。
　しかしながら昨今，随所で，ζう言った教育の目的が破壊されてきている。
学校教育の場でも，年間50目以上休む，いわゆる登校拒否児童が小中学生合
わせて5万人を突破し，さらに年間30日以上欠席した児童までを含めると，
その数は6万7千人に増えると言う。しかも，登校拒否傾向は急増と同時に
低年齢化する傾向をみせていると言う。文部省では登校拒否児童が，特別の
家庭から生まれた特別な児童ではなく，一般の家庭から生まれる可能性を持
っている，と深刻な指摘を行っている。これらが上記のような「子供の人
権」への過剰な配慮の結果，自分を越えた何ものかに自分を合わせる機会を
子供から奪ってきたことに原因しているとみることはできまいか。虐待と非
難されることを恐れ体罰だと糾弾されることを恐れた結果，子供を厳しく躾
ける親，厳しく指導する教師が少なくなってきた。自由に行動し発言できる
場が用意されて当たり前，自分の思うようになる場面に満ち浴れていて当た
り前，と思う子供が増えてきた。主体と客体との豊かな関わり合い，すなわ
ち教育的関係を作ろうとの配慮がひどく欠落してきているのである。自分の
分かること好きなことしかやらず，少しでも気に入らないことに出会うと激
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しく憤る。こういった自己制御の効かない子供が急増している。
　教育問題に踏み込んだ判決
　10年と言う長期にわたって争われた戸塚ヨットスクール裁判の第1審判決
は，「いかなる理由があろうとも，子供の教育に体罰を使ってはならない」
とする「社会通念」およびその社会通念をバックとした10年の「魔女狩り」
に一石を投じた内容であって，少しく考えさせられるものであった。判決は，
体罰について，「行き過ぎ」「無差別」「安易に体罰を使う」などの点を厳し
く戒め，「法秩序の見地からみてそれ（体罰）自体本来は許容されないもので
あり」と基本原則はきちんと押さえながらも，しかし，体罰は「これによっ
て救済されるべき法益との均衡行使の必要性，手段としての相当性などと
の比較においてその違法性が阻却されるものであり，具体的状況を前提とし
て判断されるものである」と述べ，「懲戒行為としての面を否定出来ず，そ
の限りにおいては，目的の正当性を肯定できないものではない」と結論ずけ
ている。アメリカでは見られない判決である。
　アメリカ式民主主義，戦後民主主義の病巣を挟るものであると位置ずけ，
「5万人を突破してなお増え続ける登校拒否児と，彼らを生み出している社
会をどうしていけばよいのかという，戸塚ヨットスクールが投げ掛け続けて
いる問題に，マスコミを含めた社会が今度は冷静に謙虚に，せめて名古屋地
裁判決の真摯さをもって，取り組んでいくべき時にきているのではあるまい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　aオか」との発言には大いに耳を傾ける必要があると言いたい。
VI．結論に変えて
　人間形成と教育の立場からすると，以上概説したように，これら不消化な
概念を拡大解釈することには賛成できない。虐待なり遺棄・放任を決して容
認したり人権を無視しても徹底的に訓練鍛練すべきだと強引で強制的「陶治」
までをも奨励したりするつもりはさらさらない。しかし，アメリカの実例が
示す様に，虐待なり遺棄・放任，さらには体罰といった概念は，大きく拡大
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解釈され無条件に「悪だ」と決めつけられる危険性を感ずるのである。とく
に，「基本的人権」といった，これまた非常に曖昧な概念と同時に使用され
　　　　　　　　　　　　　　a3ると危険性は増幅されるのである。
「人権」なる概念も，それが「基本的」だとなると，生来的な力となり，学
童期は勿論のこと乳幼児期から保持していることになる。「人権の尊重」を
認めることは乳幼児期からそれを束縛したり拘束してはならない。一切，こ
の生来的な力に逆らってはならないとなってしまうのである。何を根拠に生
来的な力が真であり善であると言いうるのであろうか。訓練無き主体性は単
なる野性と同じではないのか。我々は教育の否定を容認するわけにはいかな
いo
　ところで，未熟な大人，穏当でない大人，自己制御の効かない大人が存在
している現実を不問にふするわけにはいかない。その悲劇を無視できないが
故の「児童の権利条約」であったことも承知しているつもりである。
　そこで考えられることは，離れて孤立する自己保存に傾斜する「権利」の
主張ではなく，関係を形成し発展させる「義務感の育成」である。教育の放
棄に繋がる「権利条約」ではなしに，教育の主体たる親や教師はいかなる配
慮と具体的方法をとることによって客体たる児童との関係を深められるか拡
大できるかについて明確な提言をなすべきではないか。また同時に，教育の
客体たる児童，学生，否，すべての人間が相手との間に教育的関係を形成し
発展させるためにはいかなる配慮と努力をなさなければならないかについて，
具体的な示唆を与えるべき時に来ていると思う。教育の目指すところは「正
しい立派な本当のことを教えること」ではない。教育的関係を密にし深め拡
大することである。現在のアメリカにも日本にも求められていることは，教
育的関係を成立させることであり発展させ維持させることであると言いたい。
注
（1〕この条約は3部54条からなり，その主な内容を分類すると次の3つになる。
　　（1）「賦与の権利」生命，生存，発育の権利という人間にとって最も基本的な権
　　利を掲げている部分　②「保護の権利」子供にとって有害な行為・慣行から守
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　　られる権利を掲げている部分　（3｝「参加の権利」意見表明権などのいわゆる市
　　民的自由権を規定した部分である。ユニセフ（国連児童基金）駐日代表事務所
　　が，英文の全文と日本語の仮訳を出版している。
（2｝日本国内でこの条約を早期に完全批准すべきだと積極的に推進しているグルー
　　プは，日教組（社会党系）や全教（日共系）などの教職員組合や連合などの労
　　働組合，社会党や共産党の政党，朝日や毎日の新聞社，子供の人権保証をすす
　　める各界連絡協議会などの団体である。三一書房「生徒人権手帳」，日本評論
　　社「子ども権利条約」参照。一方，教育の実情を憂慮する立場からは「児童の
　　権利能力はそれほどはっきりしたものではあるまい」として「意見表明権」を
　　定めた12条，「表現・情報の自由」の13条，「思想・良心・宗教の自由」の14条，
　　「結社・集会の自由」の15条，「プライバシー・名誉の保護」の16条などがどれ
　　ほど教育現場を混乱させるか，現状分析から論証している。日本を守る国民会
　　議発行「児童の権利条約」参照。
｛3）1978年10月15日より施行。全文6箇条からなる。
（4）Katz・Ambrosino・McGrath・Saw三tsky，　Legal　Research　on　Child　Abuse　and
　　Neglet：Past　and　Future，11　Fam．　L．Ω．　p．155．
〔5）Henessy，　Explosion　in　Family　Law　Litigation，14　Fam・LΩ・187・
　　国親思想に対する日本人の印象については，木村治術「黄昏のロンドンから」
　　72～73頁。
｛6）Paulsen，　The　Law　and　Abuseed　Children，　PP・154－155・
（7）通報法は，1973年に制定され，以後改正を受けて今日に至っている。1979年11
　　月ケンブリッジ近くのsomervil1で，当時36歳の父親エドワード・ギャリスン
　　が娘ジェファニーを突き飛ばしたことから死にいたらしめ，あげくのはて5週
　　間も遺体を隠し，次いで死体をバラバラにしてプラスティック・バッグに入れ
　　てトラッシュに捨てたいわゆるギャリスン事件によると言う。
｛8〕Katx・Ambrosino他，前掲論文196～170参照。そこでは医師ばかりでなくソー
　　シャルワーカーも秘密をもらすことになるのを危惧して通報していないとも述
　　べられている。
｛g）Annual　Report，　The　O缶ce　Qf　the　Chief　Administrative　Justice　of　the
　　Trial　Court，　p．22．
aO）Kat？Ambrosino他，前掲論文P・155・
⑪　The　Battered　Child（Edited　by　Helfer　and　Kempe）2nd　Edition，　The
　　University　ChicagQ　Press，　p．153・
働　戸塚ヨット・スクール問題および名古屋地方裁判所の判決内容については各種
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　　報道機関がなしている。ここに掲げた論評は雑誌「諸君」10月号の上之郷利昭
　　氏の「戸塚ヨットスクール判決の『勝者』とe敗者as」PP．185－191．
⑯「児童の権利条約」推進派は国の教育行政を否定する意図をもってこれら諸概
　　念を拡大解釈している。「わたくしたちは，いまこそ教育課程の編成権など教
　　育職員固有の教育権限をとりもどす運動とともに，みずからの人権意識を問い
　　直し，子供を権利主体とする教育実践を進めなけれぼなりません」などと，際
　　限なく拡大解釈しているのである。
　　　　　　　　　　　「生徒人権手帳」平野裕二，苫米地真理，藤井誠二参照。
　　　　　　　　　　　　　　　　　（くぼた　のぶゆき　本学教授・教職課程）
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